
広島市南区皆実町一丁目10番18号

広島ガスライフ株式会社

代表取締役　久保　賢司

            （単位：千円）

金      額 金      額

流 動 資 産 804,663 流 動 負 債 685,415

現 金 及 び 預 金 3,850 433,805

売 掛 金 326,143 62,338

未 収 入 金 179 13,048

棚 卸 資 産 145,084 7,542

短 期 貸 付 金 316,791 55,425

その他流動資産 13,014 47,752

貸 倒 引 当 金 △ 400 65,503

固 定 資 産 47,842 固 定 負 債 19,547

 有形固定資産 7,330 19,547

建 物 3,753

構 築 物 964

車 両 運 搬 具 0

工 具 器 具 備 品 2,323

一 括 償 却 資 産 288 704,963

 純　　資　　産   の    部

 無形固定資産 1,639 株　主　資　本 147,542

電 話 加 入 権 0 15,000

ソ フ ト ウ ェ ア 1,639 15,000

15,000

117,542

  投資その他の資産 38,872 3,750

敷 金 1,182 113,792

繰 延 税 金 資 産 37,374 繰越利益剰余金 113,792

そ の 他 投 資 315

147,542

852,506 852,506

第　5　期　　決　算　公　告

負 債 合 計

純 資 産 合 計

仮 受 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

その他利益剰余金

資 産 合 計 負債･純資産合計

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

未 払 賞 与

貸     借     対     照     表
2023年 3月31日 現 在

資    産    の    部 負    債    の    部

  科         目   科         目

買 掛 金

未 払 費 用

預 り 金

個 別 注 記 表 

2022年 4月 1日から 

2023年 3月 31日まで 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  1．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

  2．固定資産の減価償却方法 

(1)有形固定資産 

法人税法の規定による定率法（ただし、建物、建物附属設備及び構築物につい

ては定額法）を採用しております。 

なお、取得価格 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については、一括償却

資産として 3年間で均等償却する方法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

法人税法の規定による定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採

用しております。 

 

3．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (2)退職給付引当金  

    従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合による期末要支

給額を計上しております。 

 

 4．収益及び費用の計上基準 

      商品等の販売に係る収益は、主にガス器具販売等であり、顧客との販売契約に 

基づいて商品等を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品等 

を引き渡す一時点において、顧客が当該商品等に対する支配を獲得して充足され 

ると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 



個 別 注 記 表 

2022年 4月 1日から 

2023年 3月 31日まで 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  1．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

  2．固定資産の減価償却方法 

(1)有形固定資産 

法人税法の規定による定率法（ただし、建物、建物附属設備及び構築物につい

ては定額法）を採用しております。 

なお、取得価格 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については、一括償却

資産として 3年間で均等償却する方法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

法人税法の規定による定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採

用しております。 

 

3．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (2)退職給付引当金  

    従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合による期末要支

給額を計上しております。 

 

 4．収益及び費用の計上基準 

      商品等の販売に係る収益は、主にガス器具販売等であり、顧客との販売契約に 

基づいて商品等を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品等 

を引き渡す一時点において、顧客が当該商品等に対する支配を獲得して充足され 

ると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 
 

 

Ⅱ 当期純損益金額 

当期純利益の金額  78,648千円 

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 


